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　2020年初来の新型コロナウイルス感染症拡大は，世界の経済・企業，そ
して雇用の状況に大きな変化をもたらしている。コロナショック渦中にお
ける経済政策のあり方，企業活動の対応は，あらゆる経済問題を考えるう
えでの出発点となるだろう。一方で，コロナショックはいつかは終わるこ
とにも注意が必要だ。それがワクチンの普及や治療薬の登場といった疫学
的なものになるか，慣れと受容といった社会的なものになるかはわからな
いが。私たちは，コロナ後のビジネス・経済への構想・準備を怠ってはな
らない。

１　コロナショックの経済的特性

　まずは，経済的な意味でのコロナショックはどのような特徴かを整理す
ることから始めよう。コロナショックは従来の世界が経験してきた経済危
機とは大きく異なる特徴を有している。
　バブル崩壊やリーマンショックといった大不況，またはより小規模な不
況においても，その発端は同時点の主要産業の成長鈍化，それに伴う金融
機関の業績不振がその引き金となる。業績不振に陥った金融機関，例えば
銀行業が貸出しの縮小や貸付けの回収を急ぐことによって，資金繰りに窮
する企業が増加し，さらなる金融機関の困窮と実体経済の縮小に至る。し
かし，今次のコロナショックにおいてはこのような金融危機型の問題は顕
在化していない。経済停滞を招く経路が異なるがゆえに，従来型の不況対
策はコロナショックの改善にとって限定的な効果しかもち得ない。
　コロナショックは過去に現代経済が経験したものとはまったく別種の経
済危機である。そして，その経済的な損失が空前のものであることも言を
またない。その一方で，ショックの量的インパクトは正しく理解されてい
るとは言い難いことも確かだ。
　これを日本におけるGDPの推移から見てみよう。2019年ごろの日本経
済では四半期（３カ月）ごとに約140兆円のGDP（≒所得）が生み出され
ていた。2020年以降，この所得状況にどのくらいの変化が生じたかをみて
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みよう（図１）。
　もっとも経済活動が落ち込んだのが第１回目の金融事態宣言が発出され
た2020年第２四半期である。ただし，同時期にも３カ月間で約128兆円の
所得が生み出されている。これは140兆円に対して９％ほどの所得欠損で
ある。2020年度の欠損を累計すると約22兆円。これはコロナ前のGDPの
４％である。単年で４％のマイナス成長は過去に例を見ない大幅な経済の
落込みではあるが，巷間語られるイメージよりはだいぶ小さいのではない
だろうか。所得欠損は2021年度には16兆円程度まで低下すると見込まれる。
　2020・21年度の所得欠損が40兆円に届かない程度であり，これは両年中
に行われた追加的な財政支出よりも小さい。合計金額のみで考えると，こ
れまでのコロナショックによる損失は財政支出によって補填されて余りあ
ることになる……が，政府の支援が十分であると感じている事業主・労働
者はほとんどいないだろう。コロナショックの特性は産業別・企業別の大
幅な差異にあり，マクロ全体でのダメージの高では語れない部分が多い。

図１　2020年以降の四半期ごとにみたGDPの推移

資料出所：『国民経済計算』各年，2022年以降は筆者推計値
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２　求められる経済対策と潜在的危機

　先進各国のなかで，日本のコロナ関連の財政支出規模は決して少ないも
のではない。予算編成時期の違いから少々古いデータにはなるが，2021年
７月時点で日本はGDP比で16.5％のコロナ関連の財政支出を実施している

（IMF Fiscal Monitor）。これは主要国では米国の25.4％には及ばないもの
の，オーストラリア（18.4％）につぐ規模であり，大胆な財政支出を行っ
たと報じられることの多い英国（16.2％）やドイツ（13.6％）を上回る実
績である。
　その一方で，大規模な財政政策が十分に奏功しているとはいいがたいこ
とも確かだ。その理由もまた，経済的な意味でのコロナショックの特性に
由来する。コロナショックが始まって以来，日本における経済対策の多く
は「広く浅く」「平等に」行われる傾向があった。2020年に行われた国民
１人あたり10万円の一律給付金，中小企業１社あたり最大200万円の持続
化給付などがその典型であろう。しかし，コロナショックへの対応として，

「平等」な分配は平等ではない。職を失った家計にとって数十万円の支援
金がいかほどの支えになるというのか。また，十数人の従業員を抱える中
小企業にとって200万円の給付はまさに焼け石に水である。
　日本経済における，または世界経済におけるコロナショックへの基本的
な処方箋はCold Sleep――危機前の状態の冷凍保存ではないだろうか。む
ろん，今次の危機を糧として新たな経済システムを模索するという意欲的
な試みを否定するものではない。しかし，現代的な経済成長の特性に鑑み
ると，ショックを奇貨として転換を図ること以上に，ショックをやり過ご
す姿勢が必要であるように感じるのだ。
　経済成長の要因について，経済学では古くから２つの対立的な基本モデ
ルが想定されてきた。
　その１つがシュンペーターの着想に端を発する創造的破壊説である。創
造的破壊説では，生産性が低い企業が淘汰され，これらの旧企業が抱え込

2022年版　第Ⅰ章　2021～2022年の人事・労務をめぐる環境変化１ 日本経済の行方
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んでいた人材・資金・資源を新しく生産性の高い企業が利用可能になるこ
と――企業の新旧交代のダイナミズムに経済成長の源泉を求める。同説に
従うならば，コロナショックによる既存企業の淘汰はその後の経済にプラ
スの影響さえもち得るだろう。
　一方で，ヒステレシス（履歴効果）から導かれるインプリケーションはこ
れとは正反対のものとなる。現代の経済活動を支えるのは，特許等によっ
て明示される技術や最新式の設備といった目に見える資本ではない。企業
内における人的なネットワーク――社内の人間関係から同僚のキャラク
ター・得手不得手に至る知識は企業活動にとって重要な生産性の源泉とな
る。また，顧客や取引先企業の経営者の性格や担当者のクセといった取引
ネットワークがビジネスの効率化に資する部分は小さくない。例えば，同
僚から上司・部下についてその特徴を十分に理解していること――これは
同一企業に勤め続ける間は当人の大きな財産となるだろう。しかし，その
企業が倒産・解散してしまった場合にはこれらの財産の多くは無に帰する。
　このような人間に関する知識と理解が重要となる経済では，既存企業の
解散は人的ネットワークという資産の消滅を通じて，中長期的に経済の生
産性を低下させ得るだろう。リーマンショック後の世界経済において，谷
深ければ山高し――不況が深刻であるほど回復は劇的になるという景気循
環の経験則はまったく成り立たなかった。サービス化する現代経済におい
て，経済のダイナミズムは創造的破壊なドラマチックなものから，人的
ネットワークとその継続性というソフトで地味なものに転換しつつある。
　人的ネットワークという資産の保存には，できるかぎりコロナ前と近い
形でのビジネスの保全が必要であろう。そのためには，企業ごとにそのダ
メージに応じた形での財政支援が必要となる。コロナ前数年間の平均利益
と2020年から2021年中の利益の差額を補填するといった，実績に応じた給
付金の検討が急がれなければならない。
　また，融資型の支援の拡充も有用な選択肢となる。企業側から見ると，
融資型支援は結局のところ借金である。そして借金であるからこそ，過大
な被害額の申請を防ぐことができる。今次のコロナ危機に際して，日本は
世界最大の融資型支援を実施している。その結果，2021年の企業倒産件数
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は現在の調査方法になって以来最低となった。この点は高く評価されてし
かるべきだろう。しかし，日本におけるコロナ融資の成功は今後の危機の
火種となり得る。
　政策系金融機関によるコロナ融資は新型コロナウイルス感染拡大が生じ
た初期，2020年の４月段階から企画され早期に実施された。同制度の整備
当初，コロナショックがかくも長く続くと予想した者は少ない。返済猶予
期間は融資実行から１年前後（制度上は最長３年）に設定されているケー
スが多い。その結果，2021年中，つまりはコロナショックの真っただ中に
返済を開始せざるを得なかった企業も見受けられる。2022年にはより多く
のコロナ融資の返済がスタートすることになる。十分な業績回復がないま
まに，既存の借入れと併せてコロナ関連借入れの返済を負担することに耐
えられず，廃業・倒産を選択する企業は今後増加するだろう。
　一定の成功を収めた融資型支援はその成功ゆえに，アフターコロナの経
済危機の引き金となり得る。融資のリスケジューリング，資本性ローンへ
の転換，利子補填による実質無利子期間の延長などより長期にわたって緩
やかな返済を進めるプランへの転換が政策的に提案される必要がある。

３　人口問題と東京の停滞

　コロナショックへの対応を誤らなければ，日本経済，日本企業の未来は
決して暗いものではない。だからこそ，ここで対応を誤るわけにはいかな
いのだ。このように日本経済への明るい展望に言及すると，強く否定的な
反応を受けることが多い。なかでも典型的なものが，「日本は人口減少社
会に突入しており，これ以上の経済成長は望めない」といった人口減少悲
観論だ。
　人口成長率が高いほうが経済成長率も高くなる傾向があることは確か
だ。これは標準的な経済成長理論からも導かれる事実である。しかし，両
者の関係は少々強調され過ぎている。まずは，2000年代の世界各国の人口
増加率と経済成長率の関係をプロットしてみよう（図２）。両者の間には
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正の相関関係が存在するが，そこまで明確な関係ではないことも容易に理
解いただけるのではないか。人口増加率が低くても経済は成長している国
も，人口は増えていても経済成長は振るわない国も多いことがわかるだろ
う。人口増加率は経済成長の支援材料の１つでしかない。

図２　世界各国の人口増加率と経済成長率

資料出所：世界銀行データより筆者作成

図３　都道府県別人口増加と実質経済成長率（2010～2018年）

資料出所：「県民経済計算」「住民基本台帳」各年より筆者作成
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